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表 1-1 法令による中山間地域の定義 










①勾配 1/20 以上の田面積が全田面積の 50％以上、但し全田面積が
全耕地面積の 33％以上 






振興山村 山村振興法 ①林野率 75％以上（1960 年 林業センサス）  かつ 





   ⑦+⑩+⑪、⑧+⑩+⑪、⑨+⑩+⑪ のいずれかに該当 
①人口減少率（S35-H7）30％以上 
②人口減少率（S35-H7）25％以上で 
    65 歳以上人口比率（H7）24％以上 
③人口減少率（S35-H7）25％以上で 
    15 歳以上 30 歳未満人口比率（H7）15％以下 
④人口減少率（S45-H7）19％以上 




    65 歳以上人口比率（H17）29％以上 
⑨人口減少率（S35-H17）28％以上で 
    15 歳以上 30 歳未満人口比率（H17）14％以下 




農林統計 【都市的地域】人口密度が 500 人／km2 以上、DID 面積が可住地
5％ 以上を占める等都市的な集積が進んでいる市町村 















ビジョン 1)においても，2030 年には健康寿命が現在の 75 歳から 80 歳に延び，生涯の可処






















































































































 a) ボランタリー組織の特徴 
ボランタリー組織に関する定義は多様である．ボランタリー組織に関する文献は数多く
蓄積されているが，ボランタリー組織に共有する特徴として，１）自由で，しかも強制さ
れない参加 (free and uncoerced participation)，２）共有化された目標 (common or shared 
purpose)，３）目標達成のため必要な資源の共有 (common holdings)，４）単なる友人関
















































































































































































状況であることを指摘し，第 6 章での具体的かつ試行的な取り組みへとつなげていく． 
最後に，第 6 章では，第 2 章で整理した手法に基づいて実際にロジックモデルを構築し














































































































































埼玉県戸田市 自治体 鳥取県日南町 
首都圏のベッドタウンとして発展 概要 中山間地域の過疎のまち 













































































































































































































































































図 2-5 目標と手段の階層構造（例：公民館の場合）14) 
 
 


























































































































図 2-8 評価計画を中心としたマネジメントサイクル 14) 
 28
(2) 評価計画の内容 




























































































































































































































































































































































総務省方式で貸借対照表を作成した団体は都道府県で 45 団体中 40 団体，市区町村につい











































( 3-1 ),(),(),(),(),( YNPYNPYNPYNPYNP outindieborn  ( 3-1 ) 
ここで， ),( YNP は人口増加数， ),( YNPborn は出生数， ),( YNPdie は死亡数， ),( YNPin は
転入数， ),( YNPout は転出数を表している． 
次式よりN 年度におけるY 歳人口 ),( YNP が求まる． 
( 3-2 )1,1(),(),( YNPYNPYNP  ( 3-2 ) 
推計結果を図 3-1 に示す． 
2035 年においては，現在存在する多くの老人がいなくなることにより，総人口は 2005
年のほぼ半数となる．一方で若年層の転出率は変わらず，2035 年においては 25 歳から 29























































































)(  ( 3-3 ) 










































































































ると認められる場合には，式( 3-6a )や式( 3-6b )を用いて表す．ただし，額面が少なく毎年

























































































は，基準年度のデータが i年度から j年度の場合，式( 3-3 )を用いた．具体的な事例として，
鳥取県日南町の 2000 年度から 2005 年度を基準年度とした場合の，歳出の各項目における
仮 定 設 定 方 法 を ， 表  3-2 に 示 し た ． た だし ， 歳 出 の 各 項 目 に お け る 値 を


















































),73( NPL を積立金であるとする． ),51( NPL の基金繰入金と関連して収支を調整する項
























表 3-1 歳入項目の仮定 
分類 H 歳入項目 推計方法 
町税 1 個人税 (2000～2005 年度平均額／総人口)×N 年度総人口 
 2 法人税 (2000～2005 年度平均額／総人口)×N 年度総人口 
 3 国有資産等所在市町
村交付金 
(2000～2005 年度平均額／総人口)×N 年度総人口 
 4 固定資産税 (2000～2005 年度平均額／総人口)×N 年度総人口 
 5 軽自動車税 (2000～2005 年度平均額／生産労働人口)×N 年度生産労働人口 
 6 町たばこ税 (2000～2005 年度平均額／総人口)×N 年度総人口 
 7 鉱産税 2003 年以降 0 であると仮定 
 8 特別土地保有税 2006 年以降 0 であると仮定 
地方贈与税 9 所得譲与税 2006 年以降 0 であると仮定 
 10 自動車重量譲与税 (2000～2005 年度平均額／生産労働人口)×N 年度生産労働人口 
 11 地方道路譲与税 (2000～2005 年度平均額／総人口)×N 年度総人口 
交付金 12 利子割交付金 2006 年以降 0 であると仮定 
 13 配当割交付金 2006 年以降 0 であると仮定 
 14 地方消費税交付金 2000～2005 年度平均値 
 15 株式等譲渡所得割交
付金 
2006 年以降 0 であると仮定 
 16 自動車取得税交付金 (2000～2005 年度平均額／総人口)×N 年度総人口 
 17 地方特例交付金 (2000～2005 年度平均額／総人口)×N 年度総人口 
 18 交通安全対策特別交
付金 
2006 年以降 0 であると仮定 
 19 共同事業交付金 2000～2005 年度平均値 
 20 療養給付費交付金 (2000～2005 年度平均額／総人口)×N 年度総人口 
※2002 年の特異値は除く 
 21 介護円滑導入交付金 2000～2005 年度平均値 
 22 介護給付費交付金 2006 年以降 0 であると仮定 
 23 医療費・審査支払手数
料交付金 
2006 年以降 0 であると仮定 
地方交付税 24 地方交付税 政策変数 
分担金及び負
担金 
25 分担金 2000～2005 年度平均値 
 26 負担金 2000～2005 年度平均値 
使用料及び手
数料 
27 使用料 (2000～2005 年度平均額／生産労働人口)×N 年度生産労働人口 
 28 手数料 2000～2005 年度平均値 
国庫支出金 29 委託金 2000～2005 年度平均値 
 30 国負担金 (2000～2005 年度平均額／生産労働人口)×N 年度生産労働人口 
 31 国補助金 (2000～2005 年度平均額／総人口)×N 年度総人口 
県支出金 32 委託金 2000～2005 年度平均値 
 33 県負担金 (2000～2005 年度平均額／生産労働人口)×N 年度生産労働人口 
 34 県補助金 (2000～2005 年度平均額／総人口)×N 年度総人口 
※2001 年の特異値は除く 
財産運用収入 35 財産売払収入 2000～2005 年度平均値 
 36 財産運用収入 2000～2005 年度平均値 
寄付金 37 寄付金 2000～2005 年度平均値 
諸収入 38 延滞加算金及び過料 2006 年以降 0 であると仮定 
 39 雑入 2000～2005 年度平均値 
 40 受託事業収入 2000～2005 年度平均値 
 41 町預金利子 2000～2005 年度平均値 
 42 貸付金元利収入 2000～2005 年度平均値 
サービス収入 43 一般被保険者国民健
康保険税 
(2000～2005 年度平均額／総人口)×N 年度総人口 
 44 退職被保険者等国民
健康保険税 
(2000～2005 年度平均額／生産労働人口)×N 年度生産労働人口 
 45 自己負担金収入 2000～2005 年度平均値 
 46 介護保険料 (2000～2005 年度平均額／生産労働人口)×N 年度生産労働人口 
 47 水道料金 平成 17 年度値に総人口比例日南町行財政改革年次別実施計画書より
 48 下水道料金 平成 17 年度値に総人口比例日南町行財政改革年次別実施計画書より
 49 介護サービス収入 (2000～2005 年度平均額／老齢人口)×N 年度老齢人口 
町債 50 町債 (2000～2005 年度平均額／総人口)×N 年度総人口 
基金繰入金 51 基金繰入金 収支をこの項目で調整 
繰越金 52 繰越金 平成 18 年度以降 0 
歳入合計 53  PL(1,N)から PL(52,N)の合計 
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表 3-2 歳出項目の仮定 
分類 H 歳出項目 推計方法 
人件費 54 報酬 （2000～2005 年度平均額／総人口）×N 年度総人口 
 55 給料 （2000～2005 年度平均額／総人口）×N 年度総人口 
 56 職員手当等 （2000～2005 年度平均額／総人口）×N 年度総人口 
 57 共済費 （2000～2005 年度平均額／総人口）×N 年度総人口 
 58 災害補償費 0 
 59 恩給および退職年金 0 
物件費 60 賃金 （2000～2005 年度平均額／総人口）×N 年度総人口 
 61 旅費 ※H17 より日当旅費は支給されない 
 62 交際費 （2000～2005 年度平均額／総人口）×N 年度総人口 
 63 需用費 （2000～2005 年度平均額／総人口）×N 年度総人口 
補助費等 64 報償費 （2000～2005 年度平均額／総人口）×N 年度総人口 
 65 役務費 （2000～2005 年度平均額／総人口）×N 年度総人口 
 66 負担金，補助及び交付
金 
（2000～2005 年度平均額／総人口）×N 年度総人口 
扶助費 67 扶助費 （2000～2005 年度平均額／老齢人口）×N 年度老齢人口 
公債費 68 償還金，利子及び割引
料 
（2000～2005 年度平均額／総人口）×N 年度総人口 
建設事業費 69 委託料 政策変数 
 70 工事請負費 政策変数 
 71 原材料費 政策変数 
貸付金 72 貸付金 2000～2005 年度平均値 
積立金 73 積立金 収支をこの項目で調整 
寄付金 74 寄付金 2000～2005 年度平均値 
その他 75 使用料及び手数料 （2000～2005 年度平均額／総人口）×N 年度総人口 
 76 公有財産購入費 2000～2005 年度平均値 
 77 備品購入費 2000～2005 年度平均値 
 78 補償，補填及び賠償金 2000～2005 年度平均値 
 79 投資及び出資金 2000～2005 年度平均値 
 80 公課費 2000～2005 年度平均値 
繰出金 81 繰出金 特別会計の公債費への繰り出し基準は水道簡易会計 50％，農業会計
60％とする 
歳出合計 82  PL(54,N)から PL(81,N)の合計 
 
表 3-3 貸借対照表に関連する項目の仮定 
変数 項目名 推計方法 
PC(J,N) 普通建設事業費（減価償却分） 1969～2000 年までの費目ごとの比で按分 
PCL(J,N) 用土地取得費 1969～2000 年までの用土地取得費対普通建設事業費比を計算 
NTD(J,N) 減価償却対象国庫支出金 1969～2000 年までの費目ごとの比で按分 
PTD(J,N) 減価償却対象県支出金 1969～2000 年までの費目ごとの比で按分 
INV1(N) 投資金 PL(79,N) 投資及び出資金 
INV2(N) 投資金取崩額 INV2(N)と等しいとする 
LENT1(N) 貸出金 2000～2005 年平均 
LENT2(N) 貸出金元利収入 2000～2005 年平均 
FUND1(N,M) 基金利子積立額 PL(41,N) 町預金利子 
FUND2(N,M) 基金新規積立額 PL(73,N) 積立金 
FUND3(N,M) 基金取崩額 PL(51,N) 基金繰入金 
RF1(N) 退職金積立金 2000～2005 年平均 
RF2(N) 退職金支払額 2000～2005 年平均 




























おける補助事業費， lNta ：N 年度における用土地取得費，D：耐用年数 
 
［投資および出資金］ 
( 3-9 NNNN ipiII 1  ( 3-9 ) 




( 3-10 NNNN lplLL 1  ( 3-10 ) 
















Nfo ： N 年度における基
金繰出金， 1i ：特定目的基金， 2i ：土地開発基金， 3i ：定額運用基金 
 
［退職手当組合積立金］ 
( 3-12 NNNN rarrafRARA 1  ( 3-12 ) 
NRA ： N 年度における退職手当組合積立金残高， Nraf ： N 年度における退職手当組合積
























NNN sfosfiSFSF 1  ( 3-14 ) 
NSF ：N 年度における減債基金，
j
Nsfi ： N 年度における減債基金繰入金，
j




( 3-15 NNN cecrC  ( 3-15 ) 





( 3-16 NN rltRLT  ( 3-16 ) 
Nrlt ： N 年度における地方税収入未済額 
 
・その他 
( 3-17 NNN rltrR  ( 3-17 ) 
























( 3-19 NN dbDB  ( 3-19 ) 





TN dgDG  ( 3-20 ) 
Ndg ： N 年度における債務保証または損失補償係るもののうち支出予定額 
 
［退職給与引当金］ 
( 3-21 NNNN rpafsnRAR  ( 3-21 ) 




( 3-22 NN boBO 11  ( 3-22 ) 
Ndb ： N 年度における翌年度償還予定額， Ndb ：N 年度における一年以内償還予定額 
 
［翌年度繰上充用金］ 
( 3-23 NN cecr のとき NNN cecrRC  ( 3-23 ) 



















sgsgsgsgsgSGSG  ( 3-24 ) 
NSG ： N 年度における国庫支出金，
s
Nsg ： N 年度における単独事業費に用いた国庫支出





















spspspspspSPSP  ( 3-25 ) 
NSP ： N 年度における県支出金，
s





























建設事業費を政策変数として設定した．推計結果から，鳥取県日南町の 2005 年から 2035
年における財政持続性に関する検討を行う．分析の際に用いた指標を以下に示す． 
 







正味資産合計  ( 3-26 ) 
( 3-27 (%)資本の負担比率（後世代による）社会
有形固定資産合計
負債合計  ( 3-27 ) 
 






正味資産比率  ( 3-28 ) 
 

























表 3-4 歳入歳出仮定 
 政策変数 政策Ａ 政策Ｂ 政策Ｃ 
歳入 地方交付税 前年度より 4%減 同左 同左 
歳出 建設事業費 2000～2005 年度平
均値 













歳出削減を目的として普通建設事業費を 2006 年以後 0 と仮定する．各政策変数の仮定を表 
3-4 に示している．歳入歳出のシミュレーション結果は図 3-2，貸借対照表のシミュレーシ
























旧工事の影響がなくなったと見られる 2005 年度よりの大幅削減を考慮して，2005 年度値
を総人口に比例するように普通建設事業費を設定した．各政策変数の仮定を表 3-4 に示し
ている．歳入歳出のシミュレーション結果は図 3-2，貸借対照表のシミュレーション結果は














































































































































論に基づいて市場均衡を分析するために，応用一般均衡（computable general equilibrium: 
CGE と略す）モデルが利用されている．Shoven and Whiley をはじめとして， (応用) 一
般均衡モデルに関して膨大な研究が蓄積されている．中でも，Shoven 等 28)は先進工業国の


























































































































































するために表 4-1 に社会会計表の概念図を示している． 
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表 4-1 本研究における社会会計表の概念図 
   支 出   
 企業 家計 地方政府 域外 
企業  財販売 事業費 財移出 
家計    農産物販売





域外  財販売   
 
   配 分   
 企業 家計 地方政府 域外 
企業  賃金所得 税金，補助金  
家計  農業利潤 税金  



























































内に雇用機会を有する域内勤労家計（タイプ b），老人家計（タイプ c）という 3 つのタイ














































表 4-2 経済主体と主要な変数 
 域外通勤家計 域内勤労家計 老人家計 集計量 
家計数 aN  bN  cN  N  
財消費量 )(zxa  )(zxb  )(zxc  )(zX  
福祉消費量 ar  br  cr  R  
余暇時間 al  bl  cl  － 
労働時間 wt  wt  － － 
兼業時間 uat  ubt  － － 
通勤交通時間 sat~  － － － 
買物交通時間 tat  tbt  tct  － 
通勤費用 a~  － － ~  
買物費用 a  b  c   
域内交通費用 a  b  c   
家計総所得 a  b  c   
賃金率，賃金所得 a  b  －  
年金受取額 ay  by  cy  Y  
公的所得移転 av  bv  cv  V  
兼業所得 ua  ub  － u  
利潤配当 a  b  c   
 
 移出産業（ fedj ,, ） 小売業 域内産業（ nmhj ,,' ）
生産額 jD  ODg  nmh DRDD ,,ˆ  
粗利潤 j  － － 
雇用数 jL  gL  jL  
補助金 jSˆ  － 'ˆ jS  
市場価格 jp  )(zq  － 
仕入れ価格 jc  )(z  － 
生産量 jq  － － 
固定費用 jF  － jF  
仕入れ額 jH  gH  jH  







対象地域に居住する家計数をN とする．対象家計を，域外通勤家計 )( ak ，域内勤労家
計 )( bk ，老人家計 )( ck に分類し，それぞれの家計数を cba NNN ,, とする．総家計数










タイプ ),,( cbakk の代表的家計の効用関数を，余暇時間に関する準線形型効用関数と
して 
( 4-1 kkkkkkkkk lrdzzxzlrxU
1
0
ln)(ln)(1),,(  ( 4-1 ) 
と定義する．ただし， 1,0)( zzxx kk はタイプ k の家計の財 1,0z の消費量ベクト




















0  ( 4-2 ) 
と表される．ただし， )(zp は，財 ,0z の中心地価格， )(zq は財 1,z の域内価格，
福祉サービスはニューメレール財である．域外通勤・域内勤労家計は，それぞれ中心地，
域内の企業で勤務して労働賃金を獲得する．労働時間 wt は固定されている． k は賃金率，
は所得税率である．さらに家計は域内の移出産業を所有しており，移出産業から利潤配当
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を受け取る． ky はタイプ kの家計の年金受取額，











( 4-3 uddu qcp )~1()~1(  ( 4-3 ) 
と表される．ここに， dp は農産物市場価格， dc は単位生産当たりの仕入れ価格（中心地
価格）， uuu tq は兼業農業 1 家計当たりの生産量， u は時間あたりの生産量である．
)0(~ は輸送費用のマークアップ率であり，輸送費はすべて兼業家計が負担する．道路整
備は輸送費用のマークアップ率 を変化させ，結果的に兼業家計の利潤に影響を及ぼす． 




~  ( 4-4 ) 
として表される．ただし， t は家計の賦存時間， wt は賃金労働時間， ut は兼業農業等に費
やされる家計内労働時間であり，家計タイプによらず一定値をとる． tsk tt ,
~ は通勤時間，買




タイプ ),( bakk の家計の効用最大化行動は 
( 4-5 ),),((max,),( kkklrzx lrzxUkkk  ( 4-5 ) 
 subject to 式( 4-2 ), ( 4-4 )  
と表される．ここで， bababa yyy ,, を仮定する．域外通勤家計
)( ak ，域内勤労家計 )( bk の消費財需要額，及び福祉サービス需要は 
( 4-6 ,0)()1()()( * zzzxzp k  ( 4-6a ) 
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 1,)()1()()( * zzzxzq k  ( 4-6b ) 





~)1()1(  ( 4-7 ) 
は域外通勤・域内勤労家計の可処分所得を表す． ba が成立することについては，
後述 4.3.5 を参照されたい． 
老人家計 )( ck は，年金 cy と利潤配当 を収入源とし，消費財，福祉サービスを消費す









 ( 4-8 ) 
の下で最大化する問題として定式化される．老人家計の余暇時間は 
( 4-9 tc ttl  ( 4-9 ) 
となる．また，消費財需要関数は 
( 4-10 ,0)()1()()( * zvyzzxzp ccc  ( 4-10a ) 
 1,)()1()()( * zvyzzxzq ccc  ( 4-10b ) 
 ccc vyr





域内勤労家計数 bN ，老人家計数 cN を所与とすれば，地域全体における財 1,0zz の集
約的消費額は 
( 4-11 ,0))(()()( zRzzXzp  ( 4-11a ) 












* )()(  ( 4-11d ) 
は集計的財消費額を表す．また， は家計総所得であり， 






~)1()1(  ( 4-12b ) 
と表される．ただし， は地域総賃金所得（所得税控除後）， は地域内企業利潤配当額，










)1(  ( 4-12c ) 
 N  ( 4-12d ) 
 uba





 ( 4-12f ) 
 vNV  ( 4-12g ) 
 aaN
~~  ( 4-12h ) 





 ( 4-12j ) 
このうち，域内の公共交通の利用金額 nC ，自動車交通費用C は 
( 4-13 nC  ( 4-13a ) 
 )1(C  ( 4-13b ) 
である． は家計の公共交通利用額が域内交通費用に占める割合である．家計による消費
財の域外購入額O ，域内購入額Oは 
( 4-14 ))(( RO  ( 4-14a ) 
 )()(1 RO  ( 4-14b ) 
 
0
)()( dzz  ( 4-14c ) 
と表せる．ただし， )( は域外における購入額シェアを表す．所得税の支払い総額Z ，及














 ( 4-15b ) 
と表せる．このうち， uuulkl ZvZZvZ , が地元自治体の税収入となり，残りが上位政









内雇用機会を提供する．農業 )( dj ，林業 )( ej ，製造業 )( fj の粗利潤を， 
( 4-16 jwb
jjjjjj LtFSqcp ˆ)~1()~1(  ( 4-16 ) 
と表す．ただし， jp は市場価格， ~は輸送費のマークアップ率， jc は仕入れ価格， wt は
労働力 1 人当たりの労働時間， jq は生産量である．固定費用 jF は自治体による補助金 jSˆ
で相殺される．固定費用支払いはすべて域外に漏出する．各業種の雇用数 jL は， 
( 4-17 ),,( fedjqL j
j








)1(  ( 4-18 ) 
が成立する．ただし， v は法人税率である．仕入れ総額 jH は， 
( 4-19 ),,( fedjqcH jjj  ( 4-19 ) 
で表され，域外に漏出する．財の輸送費 jW は， 
( 4-20 ),,(~ fedjqcpW jjjj  ( 4-20 ) 
で表される．各産業が存続するためには， 
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( 4-21 ),,(,0)1()1( fedjtcp j
w
bjj  ( 4-21 ) 





 ( 4-22 ) 





1,0zz は家計による各小売財の購入額 )()( zXzq の小さい順序に並べられている．小
売・サービス業の可変費用は一定であり，各財はそれぞれ完全競争市場を形成する．ただ
し，財 z の販売チャンネルを維持するためには，地域全体として財 z に関する市場規模が一
定程度以上確保される必要がある．域内に立地する小売・サービス業が取り扱う財 z の利潤
は 
( 4-23 )()~1)(()1)(()( zXzzqz b  ( 4-23 ) 








)()( bzzq  ( 4-24 ) 
に決定される．仮定より，域内において財 z の市場が形成されるためには， 
( 4-25 DzXzqzD )()()(  ( 4-25 ) 
が成立しなければならない．この時，域内市場で販売される財の範囲を決定する臨界的パ
ラメータ は 












)()( dzzXzqO  ( 4-28a ) 
 ggwb
g WLtHOO  ( 4-28b ) 
が成立する．式( 4-28a )は，域内の小売・サービス業の総販売額が消費財の域内購入額Oに
一致することを意味している．式( 4-28b )は，小売・サービス業販売額の分配状態を定義し








*  ( 4-29 ) 

















域内産業として，建設業 )( hj ，福祉（医療，介護）サービス )( mj ，運輸通信業 )( nj
をとりあげる．域内産業は，可変費用一定の生産技術を有すると仮定する．域内の有効需
要のうち，域内企業が生産する割合を ),,( nmhjj と表す． 





hhh LtHD ˆ)~1(ˆ)1(  ( 4-32 ) 
が成立する．ただし，材料費 hhhh DH ˆ)1( は域外に漏出する． h は，域内建設
業の請負額のうち，材料費の占める割合を表す． 
福祉サービス業 )( mj は，行政から補助金 mSˆ を受け取る．福祉サービス市場において 
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( 4-33 mwb
mmmm LtSFHR ˆ)~1()1(  ( 4-33 ) 
が成立する．ただし，固定費用 mF は，行政の補助金の一部が充当される．固定費用支払い
はすべて域外に漏出する．中間財支払い RH mmm )1( も域外へ漏出する． m は，
域内福祉サービス業の販売額のうち，中間財支払いの占める割合を表す．輸送支払い額は
mm HW ~ と表される． 
域内に立地する運輸通信業 )( nj が移出産業が生産する財，および小売・サービス業，
建設業が搬入する財，物資を輸送する．家計は自家用車を用いて通勤，買物を行うため，
運輸需要とはならない．建設業・運輸業の輸送費は自社払いである．輸送需要（金額ベー





 ( 4-34 ) 
と表される．この時，運輸市場において 
( 4-35 nwb
nnnnnn LtFHSDC ˆ))(1(  ( 4-35 ) 
が成立する．ただし， nC は家計の公共交通利用額である． nSˆ は補助金であり固定費 nF と
赤字補填に充当される．また，中間財支払い ))(1( nnnnn DCH は域外へ漏出す




地方政府 sの活動は，単年度会計により表現される．地方政府の収入は，税収（地方税 lZ ，
農業法人税 ulZ ，法人税 vlZ ），上位政府からの所得移転（地方交付税等）Z~ ，家計からの
所得移転（固定資産税，健康・介護保険料） lV ，公債発行量 Bˆにより構成される．一方，
支出は，年金Y ，公債費 Aˆ，建設事業費 hDˆ ，補助金 ),,,,(ˆ nmfedjS j ，職員給与 swb Lt ˆ ，











 ( 4-36 ) 
と表される． l は地方政府の財政収支バランスであり， 0l の場合は財政黒字を， 0l
の場合は財政赤字を表す．変数 Aˆ， Bˆ， hDˆ ， jSˆ ， sLˆ ， sFˆ は地方政府の政策変数，Z~ は


































ˆ  ( 4-39 ) 



























 ( 4-40 ) 






















市との裁定条件( 4-37 )により決定される場合，地方政府の政策変数 Aˆ，Bˆ， hDˆ ， jSˆ ， sLˆ
を入力変数として，図 4-1 に示すように各産業の雇用者数が逐次決定される．農林業の供
給制約や地方自治体の財政支出により移出産業の生産量 ),,( fedjq j が決定される．こ
れより，移出産業の利潤 ),,( fedjj ，及び地域住民への利潤配当 が式( 4-16 )及び
( 4-18 )で決定される． 
 
 b) 有効需要の決定（ステップ２） 
地域内の家計総所得は，賃金所得 ，利潤配当 ，年金Y ，所得移転V が与えられれば
式( 4-12a )及び( 4-12b )より求められる．したがって，家計の財，福祉サービスに対する有
効需要は式( 4-11a )，( 4-11b )及び( 4-11c )で与えられる．小売業の有効需要が決定されれ
ば，小売・サービス業の域内立地数が式( 4-26 )により決定される．一方，地方自治体が政
策変数 nmh SSD ˆ,ˆ,ˆ を決定することにより，域内建設業，福祉サービス業，運輸業の有効需
要 ),,(* nmhjD j が 
( 4-41 hhh DD ˆˆ *  ( 4-41a ) 
 RD mm*  ( 4-41b ) 




 c) 域内雇用数の決定（ステップ３） 
ステップ２で域内各産業の有効需要が決定されれば，各産業の域内雇用数 Aˆ，Bˆ， hDˆ ，
























 ( 4-42c ) 
より求めることができる．したがって，域内の総雇用者数 bN は式( 4-39 )で与えられる．  
 








 ( 4-43a ) 





 ( 4-43c ) 
と表すことができる．この時，以上で求めた税収入とステップ１で初期設定した政策変数 Aˆ，
Bˆ， hDˆ ， jSˆ ， sLˆ の下で，財政バランス式( 4-36 )が等号で成立する保証はない．本分析で
は，基本ケースにおいて 0l となるよう sFˆ を設定し固定する．他のシナリオでは，修正
バランス l に関して 0l が成立する場合，財政黒字が発生する．逆に， 0l の場合に
は財政赤字となる． 
 
 e) 余暇時間の決定（ステップ５） 









数 Aˆ， Bˆ， hDˆ ， jSˆ ， sLˆ ， sFˆ を入力変数として，図 4-2 に示すように逐次決定されるこ
とになる．同図中の実線の矢印は正の効果を，破線の矢印は負の効果をもたらすことを示





~ ， tt~ を，地方政府の政策変数として Aˆ， Bˆ， hDˆ ， jSˆ ， sLˆ ， sFˆ を，小売業立地





























zz  ( 4-44b ) 
































 ( 4-46 ) 
また，時間会計表を表 4-4 に示す． 
表 4-3 経済会計表 
生産 中間投入  最終消費  合計 
 域内企業 域外企業 域内家計 域外家計 地方政府  








小売･ｻｰﾋﾞｽ業 0 0 O  0 0 O  
建設業 0 0 0 0 hh Dˆ  hh Dˆ  
福祉ｻｰﾋﾞｽ業 0 0 Rm  0 0 Rm  
運輸通信業 nnD  0 nC  0 0 nnn CD  



















－ hh Dˆ)1(  － 
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表 4-4 時間会計表 
 賃金労働 兼業労働 余暇 通勤 買物 合計 




~  at  
域内勤労家計 wbt  
u
bt  bl  － 
t
bt
~  bt  
老人家計 － － cl  － tct









で 6,112 人であり，農業（兼業）及び林業が同町の基幹産業となっている．高齢化率は 44.90%
であり，全国平均 21.90%を大きく上回る．対象地域の詳細については，後述第 6 章を参照
されたい． 
平成 17 年実施の国勢調査のデータより，各タイプの家計に属する人口をそれぞれ表 4-5
のように定義する．域内における総従業者数 2,609 人分の雇用が確保されている一方，総
労働人口 3,061 人との差 452 人が域外に雇用機会を求めていることがわかる．なお，平成
17 年国勢調査によると，日南町居住者の町外従業者 452 名のうち約 81%が米子市・日野町
を含む米子都市圏における従業者である． 
計算にあたって各種外生変数，ならびにパラメータの値を表 4-6 のように設定する（以
















子市内が 16%，その他が 10%である．ここで， )(z 及び の設定にあたり，各参照データ
の間で乖離がみられたため，今回は上記のとおり商業統計を優先して用いたが，これら以
外にも，小売財の種類の区分などを含め，いくつかの解釈が考えられる．しかし，本研究













幼年人口 88  505 0 593 
生産労働人口 452  2,609 0 3,061 
老年人口 243  1,392 823 2,458 







































図 4-3 小売財の消費シェアパラメータ )(z  
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表 4-6 外生変数・政策変数 
外生変数 政策変数 分類
 変数 設定値 変数 設定値 
勤労時間
wt  8 時間（週５日） 通勤時間 sat
~  2 時間 時間



























純年金受取額Y  2,840 百万円（鳥取県社会保
険事務局） 
  








福祉サービス消費シェア k  15.0,10.0 cba    
消費
 









e  0（農林水産統計年報）   
製造業粗利潤
f  57.3 百万円（工業統計調査）   
域内の有効需要のうち域内
企業が生産する割合 





28.0j    
上位政府からの所得移転
Z~  60.53 億円（日南町決算書）




公債発行量 Bˆ  13.46 億円（同上）   
公債費 Aˆ  11.95 億円（同上）   
補助金
j
jSˆ  749 億円（同上）   
職員数
sLˆ  103 人（鳥取県統計年鑑）   
所得税率，法人税率 30.0,05.0,10.0 vd   
所得税・法人税のうち地方税
が占める割合 50.0
vuk    
税金・公費
 













~ ， ),,(~ cbakt tk 及
び交通費用 a
~
， ),,( cbakk が基本ケースに比べて 20%（0～30%）減少した場合を，シ
ナリオＢでは建設事業費 hDˆ を 20%（0～30%）増加した場合を，シナリオＣでは移出産業
（農業，林業，製造業）の労働投入量あたりの単位生産量（生産効率） j が一律 10%（0
～20%）増加した場合を想定している．これら 3 つのケースを，家計総所得と余暇時間の



































































地方政府の支出の変化は，バランス式( 4-36 )に関して基本ケースにおいて 0l を仮定し，













































































































































































































































































域内勤労：域内産業従事 域内勤労：地方政府従事 財政収支バランス  
図 4-5 政策分析の結果（雇用と財政） 
表 4-7 シミュレーション結果一覧（主要指標） 
　 　
交通時間・費用 100% 95% 90% 85% 80% 75% 70% 　 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
建設事業費 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 110% 120% 130% 100% 100% 100% 100% 100%
移出産業付加価値 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 105% 110% 115% 120%
財の消費シェアγ - 0.8069 0.8057 0.8046 0.8035 0.8024 0.8012 0.8001 0.8069 0.8069 0.8069 0.8069 0.8069 0.8021 0.7974 0.7927 0.7881
計 人 6,112 6,112 6,112 6,112 6,112 6,112 6,112 6,112 6,112 6,112 6,112 6,112 6,112 6,112 6,112 6,112
a域外通勤家計 人 781 776 770 764 758 751 747 781 708 636 563 781 732 686 637 589
b域内勤労家計 人 4,508 4,513 4,519 4,525 4,531 4,538 4,542 4,508 4,581 4,653 4,726 4,508 4,557 4,603 4,652 4,700
c老人家計 人 823 823 823 823 823 823 823 823 823 823 823 823 823 823 823 823
計 人 593 593 593 593 593 593 593 593 593 593 593 593 593 593 593 593
a域外通勤家計 人 88 87 86 86 85 84 84 88 79 71 63 88 82 77 71 66
b域内勤労家計 人 505 506 507 507 508 509 509 505 514 522 530 505 511 516 522 527
c老人家計 人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
計 人 3,061 3,061 3,061 3,061 3,061 3,061 3,061 3,061 3,061 3,061 3,061 3,061 3,061 3,061 3,061 3,061
a域外通勤家計 人 452 449 446 442 439 435 432 452 410 368 326 452 424 397 369 341
b域内勤労家計 人 2,609 2,612 2,615 2,619 2,622 2,626 2,629 2,609 2,651 2,693 2,735 2,609 2,637 2,664 2,692 2,720
d農業 人 879 879 879 879 879 879 879 879 879 879 879 879 879 879 879 879
e林業 人 104 104 104 104 104 104 104 104 104 104 104 104 104 104 104 104
f製造業 人 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56
g小売・ｻｰﾋﾞｽ業 人 829 834 840 845 850 856 861 829 829 829 829 829 855 881 907 933
h建設業 人 416 416 415 415 415 414 414 416 458 499 541 416 416 416 416 416
m福祉ｻｰﾋﾞｽ業 人 174 174 174 175 175 175 175 174 174 174 174 174 176 177 179 181
n運輸通信業 人 48 46 44 42 40 39 37 48 48 49 49 48 48 48 48 48
s地方政府 人 103 103 103 103 103 103 103 103 103 103 103 103 103 103 103 103
c老人家計 人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
計 人 2,458 2,458 2,458 2,458 2,458 2,458 2,458 2,458 2,458 2,458 2,458 2,458 2,458 2,458 2,458 2,458
a域外通勤家計 人 241 240 238 236 234 232 231 241 219 197 174 241 226 212 197 182
b域内勤労家計 人 1,394 1,395 1,397 1,399 1,401 1,403 1,404 1,394 1,416 1,438 1,461 1,394 1,409 1,423 1,438 1,453
c老人家計 人 823 823 823 823 823 823 823 823 823 823 823 823 823 823 823 823
計 万時間/年 4,498 4,502 4,506 4,510 4,514 4,518 4,522 4,498 4,501 4,503 4,505 4,498 4,500 4,502 4,504 4,505
平均 時間/日・人 20.16 20.18 20.20 20.22 20.23 20.25 20.27 20.16 20.17 20.18 20.19 20.16 20.17 20.18 20.19 20.20
a域外通勤家計 時間/日・人 18.90 18.95 19.00 19.06 19.11 19.16 19.22 18.90 18.90 18.90 18.90 18.90 18.90 18.90 18.90 18.90
b域内勤労家計 時間/日・人 19.73 19.74 19.75 19.76 19.77 19.78 19.80 19.73 19.73 19.73 19.73 19.73 19.73 19.73 19.73 19.73
c老人家計 時間/日・人 23.77 23.78 23.79 23.80 23.82 23.83 23.84 23.77 23.77 23.77 23.77 23.77 23.77 23.77 23.77 23.77
計 億円/年 111.88 112.20 112.51 112.82 113.13 113.44 113.75 111.88 111.88 111.88 111.88 111.88 113.20 114.53 115.85 117.17
平均 万円/年・人 183.06 183.57 184.08 184.59 185.10 185.61 186.12 183.06 183.06 183.06 183.06 183.06 185.22 187.38 189.54 191.70
a域外通勤家計 万円/年・人 196.89 197.45 198.00 198.56 199.12 199.68 200.23 196.89 196.89 196.89 196.89 196.89 199.05 201.21 203.37 205.53
b域内勤労家計 万円/年・人 196.89 197.45 198.00 198.56 199.12 199.68 200.23 196.89 196.89 196.89 196.89 196.89 199.05 201.21 203.37 205.53
c老人家計 万円/年・人 94.17 94.37 94.57 94.77 94.97 95.17 95.38 94.17 94.17 94.17 94.17 94.17 96.33 98.50 100.66 102.83
財政収支バランス 億円/年 0.00 0.02 0.04 0.05 0.07 0.09 0.11 0.00 -2.62 -5.23 -7.85 0.00 0.28 0.56 0.84 1.12
地域際バランス 億円/年 0.00 0.01 0.01 0.00 -0.01 -0.04 -0.01 0.00 -0.01 0.00 -0.02 0.00 -0.02 0.02 -0.01 -0.01




































表 4-8 シミュレーション結果一覧（経済会計表と時間会計表） 
■基本ケース
合計
域内企業 域外企業 域内家計 域外家計 地方政府 賃金労働 兼業労働 通勤 買物 余暇 合計 余暇平均
生産 農業 0.0 0.0 0.0 4,806.6 0.0 4,806.6 域外通勤家計 868 285 236 66 5,387 6,842 18.90
林業 0.0 0.0 0.0 550.3 0.0 550.3 域内勤労家計 5,009 1,645 - 379 32,456 39,490 19.73
製造業 0.0 0.0 0.0 383.7 0.0 383.7 老人家計 - - - 69 7,140 7,209 23.77
小売・ｻｰﾋﾞｽ業 0.0 0.0 4,137.0 0.0 0.0 4,137.0 合計 5,877 1,930 236 514 44,984 53,541 20.16
建設業 0.0 0.0 0.0 0.0 2,352.8 2,352.8
福祉ｻｰﾋﾞｽ業 0.0 0.0 775.6 0.0 0.0 775.6
運輸通信業 377.6 0.0 6.1 0.0 0.0 383.7
家計（兼業） 0.0 0.0 0.0 80.6 0.0 80.6
域外企業 4,548.4 - 6,446.9 - 261.4 -
粗付加価値域内家計 8,312.3 1,473.3 - - - -
地方政府 -1,851.0 81.9 - - - -
上位政府 860.5 81.9 - - - -
計 7,321.8 1,637.0 - - - 8,958.8
■シナリオＡ：交通時間・費用20%減少
合計
域内企業 域外企業 域内家計 域外家計 地方政府 賃金労働 兼業労働 通勤 買物 余暇 合計 余暇平均
生産 農業 0.0 0.0 0.0 4,806.6 0.0 4,806.6 域外通勤家計 842 277 183 51 5,287 6,640 19.11
林業 0.0 0.0 0.0 550.3 0.0 550.3 域内勤労家計 5,035 1,654 - 303 32,700 39,692 19.77
製造業 0.0 0.0 0.0 383.7 0.0 383.7 老人家計 - - - 55 7,154 7,209 23.82
小売・ｻｰﾋﾞｽ業 0.0 0.0 4,259.5 0.0 0.0 4,259.5 合計 5,877 1,930 183 409 45,141 53,541 20.23
建設業 0.0 0.0 0.0 0.0 2,352.8 2,352.8
福祉ｻｰﾋﾞｽ業 0.0 0.0 784.2 0.0 0.0 784.2
運輸通信業 303.0 0.0 6.1 0.0 0.0 309.1
家計（兼業） 0.0 0.0 0.0 80.6 0.0 80.6
域外企業 4,512.3 - 6,415.7 - 261.4 -
粗付加価値域内家計 8,454.5 1,429.9 - - - -
地方政府 -1,838.4 79.4 - - - -
上位政府 875.9 79.4 - - - -
計 7,492.0 1,588.8 - - - 9,080.8
■シナリオＢ：建設事業費20%増加
合計
域内企業 域外企業 域内家計 域外家計 地方政府 賃金労働 兼業労働 通勤 買物 余暇 合計 余暇平均
生産 農業 0.0 0.0 0.0 4,806.6 0.0 4,806.6 域外通勤家計 707 232 192 54 4,387 5,571 18.90
林業 0.0 0.0 0.0 550.3 0.0 550.3 域内勤労家計 5,170 1,698 - 392 33,500 40,760 19.73
製造業 0.0 0.0 0.0 383.7 0.0 383.7 老人家計 - - - 69 7,140 7,209 23.77
小売・ｻｰﾋﾞｽ業 0.0 0.0 4,137.0 0.0 0.0 4,137.0 合計 5,877 1,930 192 514 45,027 53,541 20.18
建設業 0.0 0.0 0.0 0.0 2,823.4 2,823.4
福祉ｻｰﾋﾞｽ業 0.0 0.0 775.6 0.0 0.0 775.6
運輸通信業 383.7 0.0 6.1 0.0 0.0 389.8
家計（兼業） 0.0 0.0 0.0 80.6 0.0 80.6
域外企業 4,704.3 - 6,435.6 - 313.7 -
粗付加価値域内家計 8,574.7 1,199.8 - - - -
地方政府 -1,836.4 66.7 - - - -
上位政府 898.9 66.7 - - - -
計 7,637.2 1,333.1 - - - 8,970.3
■シナリオＣ：移出産業付加価値10%増加
合計
域内企業 域外企業 域内家計 域外家計 地方政府 賃金労働 兼業労働 通勤 買物 余暇 合計 余暇平均
生産 農業 0.0 0.0 0.0 5,287.2 0.0 5,287.2 域外通勤家計 762 250 207 57 4,733 6,009 18.90
林業 0.0 0.0 0.0 605.3 0.0 605.3 域内勤労家計 5,115 1,680 - 383 33,145 40,322 19.73
製造業 0.0 0.0 0.0 422.0 0.0 422.0 老人家計 - - - 68 7,141 7,209 23.77
小売・ｻｰﾋﾞｽ業 0.0 0.0 4,395.4 0.0 0.0 4,395.4 合計 5,877 1,930 207 508 45,018 53,541 20.18
建設業 0.0 0.0 0.0 0.0 2,352.8 2,352.8
福祉ｻｰﾋﾞｽ業 0.0 0.0 794.5 0.0 0.0 794.5
運輸通信業 409.7 0.0 6.1 0.0 0.0 415.9
家計（兼業） 0.0 0.0 0.0 80.6 0.0 80.6
域外企業 4,815.1 - 6,425.8 - 261.4 -
粗付加価値域内家計 8,747.7 1,294.1 - - - -
地方政府 -1,784.9 71.9 - - - -
上位政府 942.0 71.9 - - - -
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0:02 0:04 0:03 0:02 0:03 0:03 0:01 0:05 0:02 0:01 0:05 0:02 0:02 0:00 0:01 0:01
0:09 0:03 0:00 0:00 0:00
0:17 0:19 0:17 0:15 0:10 0:13
0:02
0:27















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































日南町では，2009 年 3 月，MARG（過疎地域研究会）による「おつきあい・助け合い調
査のための予備調査」が実施された．これは，住民間のつながりや助け合いの状況を調査








まず，図 5-7 は，全回答者 57 名について，年齢を横軸，居住年数を縦軸にとってプロッ
トし，お付き合いの回数及び時間を円の大きさで示している．これらから次の 4 つのグル
ープが浮かび上がってくる．すなわち，①町外出身者：年齢に関わらず比較的付き合いが
多い，②町内出身 30～40 歳代：総じて付き合いが少ない，③町内出身 50 歳代：付き合い
が多い人と少ない人が混在している，④町内出身 60 歳代以上：付き合いが多い人と少ない
人が混在し，付き合いの回数及び時間が突出している人が複数含まれる．なおここで，町
内出身者とは年齢と居住年数の差が 15 年程度未満（ただし，年齢は 5 歳刻みで尋ねており
正確な年齢はわからない），町外出身者とは年齢と居住年数の差が 15 年程度以上，とする． 
以下ではこの 4 つのグループごとに，回答を点数化し平均値を求めて詳細に比較した．
また，付き合いの多さ（図 5-7 で円の色で区別）でもグループを設定した．これらの回答





























































































































































































































































































































自宅は 23%使われており（回数ベース），実に付き合いの 4 割が自宅で行われている．一方，


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































血縁者 日南町内 血縁者 日野地域 血縁者 米子市
血縁者 鳥取県内 血縁者 鳥取県外 友人・知人 日南町内
友人・知人 日野地域 友人・知人 米子市 友人・知人 鳥取県内
友人・知人 鳥取県外 地域の人 日南町内 地域の人 鳥取県内
地域の人 鳥取県外 仕事の関係者 日南町内 仕事の関係者 日野地域
仕事の関係者 米子市 仕事の関係者 鳥取県内 仕事の関係者 鳥取県外
会合の構成員 日南町内 会合の構成員 日野地域 会合の構成員 米子市
会合の構成員 鳥取県内 会合の構成員 鳥取県外 会合の構成員 不明



















































































































































血縁者 日南町内 血縁者 日野地域 血縁者 米子市
血縁者 鳥取県内 血縁者 鳥取県外 友人・知人 日南町内
友人・知人 日野地域 友人・知人 米子市 友人・知人 鳥取県内
友人・知人 鳥取県外 地域の人 日南町内 地域の人 鳥取県内
地域の人 鳥取県外 仕事の関係者 日南町内 仕事の関係者 日野地域
仕事の関係者 米子市 仕事の関係者 鳥取県内 仕事の関係者 鳥取県外
会合の構成員 日南町内 会合の構成員 日野地域 会合の構成員 米子市
会合の構成員 鳥取県内 会合の構成員 鳥取県外 会合の構成員 不明
















































































































































血縁者 日南町内 血縁者 日野地域 血縁者 米子市
血縁者 鳥取県内 血縁者 鳥取県外 友人・知人 日南町内
友人・知人 日野地域 友人・知人 米子市 友人・知人 鳥取県内
友人・知人 鳥取県外 地域の人 日南町内 地域の人 鳥取県内
地域の人 鳥取県外 仕事の関係者 日南町内 仕事の関係者 日野地域
仕事の関係者 米子市 仕事の関係者 鳥取県内 仕事の関係者 鳥取県外
会合の構成員 日南町内 会合の構成員 日野地域 会合の構成員 米子市
会合の構成員 鳥取県内 会合の構成員 鳥取県外 会合の構成員 不明







































































































































































































































































































血縁者 日南町内 血縁者 日野地域 血縁者 米子市
血縁者 鳥取県内 血縁者 鳥取県外 友人・知人 日南町内
友人・知人 日野地域 友人・知人 米子市 友人・知人 鳥取県内
友人・知人 鳥取県外 地域の人 日南町内 地域の人 鳥取県内
地域の人 鳥取県外 仕事の関係者 日南町内 仕事の関係者 日野地域
仕事の関係者 米子市 仕事の関係者 鳥取県内 仕事の関係者 鳥取県外
会合の構成員 日南町内 会合の構成員 日野地域 会合の構成員 米子市
会合の構成員 鳥取県内 会合の構成員 鳥取県外 会合の構成員 不明





















































































































































血縁者 日南町内 血縁者 日野地域 血縁者 米子市
血縁者 鳥取県内 血縁者 鳥取県外 友人・知人 日南町内
友人・知人 日野地域 友人・知人 米子市 友人・知人 鳥取県内
友人・知人 鳥取県外 地域の人 日南町内 地域の人 鳥取県内
地域の人 鳥取県外 仕事の関係者 日南町内 仕事の関係者 日野地域
仕事の関係者 米子市 仕事の関係者 鳥取県内 仕事の関係者 鳥取県外
会合の構成員 日南町内 会合の構成員 日野地域 会合の構成員 米子市
会合の構成員 鳥取県内 会合の構成員 鳥取県外 会合の構成員 不明
























































































































































島根県と接する典型的な中山間地域である．東西に 25km，南北に 23km という広がりを持
ち，鳥取県 3 大河川のひとつ日野川の源流地域ともなっている．人口は 2008 年 4 月末現在














このようななか，同町は，平成 18 年 7 月に「30 年後の日南町の姿プロジェクト」を立
ち上げた 72)．以下に同町による設立趣意を抜粋する． 
「日南町は，年間 100 人余りの減少が続く過疎化，現在 43%で年間 1 ポイント上昇する
ものの既に高齢者の実数は減少している高齢化，全国平均の 2 倍近い合計特殊出生率なが







































ワークショップの詳細は後述 6.3.2 を参照されたい． 
 
 















































































































 a) 調査概要 
2002 年，日南町においてアクティビティ・ダイアリー調査が実施された．調査票の事前
配布と訪問回収時の聞き取り調査の形式で，377 世帯，922 名の回答が得られた．回答者の
内訳を表 6-1 に示す． 
 127
設問には，数日間の行動の記録のほか，生活への満足度についても尋ねた．満足度を尋
ねた全 35 項目を表 6-2 に示す． 
 
表 6-1 回答者の内訳 
 
性別 
年齢 男 女 計 
-9 1 1 2 
10-19 19 20 39 
20-29 29 18 47 
30-39 21 25 46 
40-49 60 59 119 
50-59 72 67 139 
60-69 99 115 214 
70-79 106 125 231 
80-89 34 45 79 
90- 2 4 6 





















表 6-2 満足度調査項目 
a. インフラ  4.下水道の整備 
 5.ゴミ収集の頻度 
25.道路の整備・利用しやすさ 
b. 消防・防犯 31.消防の緊急体制 33.生活面の安全確保の体制（犯罪等
に対して） 
c. 医療  6.医療施設・内容の充実 32.救急の際の搬送や医療体制 




e. 教育 22.小中学校の施設や教育内容 24.保育園・幼稚園の施設や保育内容

























j. 娯楽 16.自由に外出できる時間 30.娯楽施設の存在 




 b) 住民満足度 
図 6-4 に，全回答者（922 票）の 35 項目ごとの満足度を示す． 















 c) 属性間での比較 
性別，年齢，職業，家族形態ごとの比較を容易にするために，「満足度ポイント」を定義






















仕事については，すべての年代で満足度が低いが，特に 40 歳代から 60 歳代で農業に関





交流については，10 歳代女性と 70 歳代以上女性は仲間の存在に満足している一方で，
20 歳代男女はとても不満であることがわかる． 
最後に，娯楽として「.自由に外出できる時間」についてみてみると，男性は，10 歳代で
満足度が高く，20～30 歳代で低くなり，40～50 歳代で中間，60 歳代以上で再び高くなる．
一方女性は，年代によってより頻繁に変動する．10 歳代で満足度が低く，20 歳代で高くな
り，30～40 歳代でまた低くなり，50～70 歳代で高く，80 歳代以上でさらに高くなる．こ
のような満足度の変化は，男性は仕事の状況に，女性は家族の状況に依存していると推測
される．また，「娯楽施設の存在」については，すべての年代で不満であるが，50 歳代以下
と 60 歳代以上とで開きがあり，前者の方が低い． 
 






ら 2 つの項目では，「他の自営業」は満足度が高く，「無職・学生など」は低い． 
 
















































































































































































































































































































































































図 6-5 現状に対する満足度（性別） 
現状に対する満足度（性別）














































































































図 6-6 現状に対する満足度（年齢別，男性） 
現状に対する満足度（年齢別、男性）





















































































































図 6-7 現状に対する満足度（年齢別，女性） 
現状に対する満足度（年齢別、女性）



















































































表 6-3 現状に対する満足度（性別・年齢別） 
 
年齢 10-19 20-29 30-39 40-49 50-59 60-69 70-79 80- 10-19 20-29 30-39 40-49 50-59 60-69 70-79 80-
n= 19 29 21 60 72 99 106 36 20 18 25 59 67 115 125 49
項目
a. インフラ
4. 下水道の整備 -0.05 0.14 0.28 0.15 0.30 0.31 0.32 0.35 0.15 0.00 0.18 0.15 0.23 0.33 0.32 0.34
5. ゴミ収集の頻度 -0.25 0.13 0.36 0.17 0.23 0.40 0.44 0.48 0.00 0.09 0.10 0.05 0.21 0.48 0.42 0.54
25.道路の整備・利用しやすさ -0.25 -0.05 0.17 0.03 0.15 0.06 0.20 0.37 -0.15 0.07 0.23 0.03 0.19 0.24 0.27 0.29
b. 消防・防犯
31.消防の緊急体制 0.00 -0.03 -0.03 0.07 0.12 0.21 0.28 0.31 -0.08 0.03 0.05 -0.01 0.17 0.34 0.42 0.36
33.生活面の安全確保の体制（犯罪等に対して） -0.17 0.03 -0.11 0.05 0.04 0.02 0.13 0.24 -0.04 0.13 0.05 -0.05 -0.06 0.09 0.22 0.04
c. 医療
6.医療施設・内容の充実 -0.42 -0.08 -0.17 -0.15 -0.05 0.16 0.27 0.30 -0.17 -0.13 -0.20 -0.24 0.00 0.17 0.31 0.41
32.救急の際の搬送や医療体制 -0.12 -0.05 -0.14 -0.07 0.05 0.17 0.34 0.37 -0.18 -0.06 -0.02 -0.05 0.20 0.34 0.46 0.38
d. 介護
8.特別養護老人施設の充実 0.06 -0.13 0.08 -0.07 -0.06 -0.02 0.13 0.15 -0.11 0.08 -0.06 -0.14 -0.03 0.09 0.13 0.11
9.介護ヘルパーの数 -0.05 -0.12 0.00 -0.05 -0.10 0.03 0.05 0.19 -0.13 -0.04 -0.06 -0.18 -0.06 0.15 0.06 0.17
10.グループケア施設の充実 -0.22 -0.21 0.00 -0.15 -0.14 -0.15 -0.06 -0.04 -0.13 -0.14 -0.19 -0.31 -0.13 -0.02 0.04 0.09
11.介護施設などの充実 0.10 -0.05 -0.03 -0.03 -0.11 -0.06 0.10 0.03 -0.13 -0.11 -0.09 -0.21 -0.03 0.01 0.11 0.30
e. 教育
22.小中学校の施設や教育内容 -0.12 -0.03 -0.06 -0.03 0.00 -0.05 0.13 0.05 -0.11 0.04 0.00 -0.21 -0.04 0.02 0.10 0.00
24.保育園・幼稚園の施設や保育内容 -0.17 0.03 0.17 0.05 -0.02 0.05 0.04 0.09 -0.04 0.07 0.26 0.00 -0.03 0.11 0.13 -0.17
f. 仕事
1.農業による所得 -0.33 -0.39 -0.41 -0.65 -0.72 -0.76 -0.63 -0.57 -0.17 -0.29 -0.43 -0.60 -0.73 -0.64 -0.53 -0.46
2.農業の生産組織・生産体制・基盤整備 -0.17 -0.32 0.00 -0.33 -0.25 -0.22 -0.15 -0.27 -0.13 -0.13 -0.33 -0.42 -0.29 -0.11 -0.03 -0.29
18.町内における就業機会の多様さ -0.58 -0.50 -0.62 -0.61 -0.70 -0.55 -0.42 -0.40 -0.45 -0.59 -0.60 -0.62 -0.56 -0.52 -0.45 -0.25
20.自分に適した就業の場の選択機会 -0.59 -0.33 -0.31 -0.44 -0.41 -0.29 -0.23 -0.36 -0.44 -0.53 -0.31 -0.39 -0.24 -0.34 -0.33 -0.30
g. 交通
17.公共交通など足の確保 -0.39 -0.25 -0.39 -0.38 -0.23 -0.06 -0.07 -0.13 -0.50 -0.31 -0.24 -0.36 -0.14 -0.08 -0.07 0.13
7.医療施設の身近さ -0.17 -0.08 -0.11 0.00 0.02 0.13 0.18 0.14 -0.08 -0.03 -0.15 -0.12 0.05 0.09 0.18 0.30
19.就業先までの距離や通勤時間 -0.25 0.03 0.12 0.12 -0.10 -0.11 -0.11 -0.08 -0.41 -0.22 0.03 -0.07 0.02 -0.06 -0.20 -0.33
21.小中学校への距離や通学 -0.15 -0.15 -0.11 -0.12 -0.03 -0.19 -0.08 -0.07 -0.30 0.00 -0.02 -0.15 0.04 -0.09 0.06 -0.07
23.保育園・幼稚園への距離 -0.13 -0.05 0.19 0.03 0.03 -0.05 0.03 -0.07 -0.04 0.13 0.12 -0.08 0.11 0.15 0.11 -0.04
26.日常の買物の身近さ -0.25 -0.10 0.06 -0.06 0.09 0.09 0.06 -0.04 -0.38 -0.16 0.00 -0.07 0.11 0.14 0.20 0.13
29.役場・銀行・郵便局などの身近さ -0.18 -0.05 0.06 -0.04 0.14 0.00 0.09 0.12 -0.08 -0.16 0.03 -0.11 0.17 0.08 0.10 0.09
h. 交流
12.公民館活動の種類・内容 -0.32 0.03 -0.14 0.00 -0.10 -0.04 0.11 0.02 0.09 -0.04 -0.03 -0.18 -0.07 0.12 0.07 0.33
13.公民館の施設面の整備 -0.32 0.03 -0.17 -0.06 -0.05 0.00 0.11 0.02 -0.23 -0.17 -0.13 -0.30 -0.10 0.05 0.21 0.28
14.地元の同世代・仲間の存在 -0.29 -0.34 -0.22 -0.19 0.05 0.02 0.08 0.19 0.12 -0.34 -0.24 -0.13 -0.06 0.23 0.35 0.34
15.地元の同世代・仲間と交流できる場所・施設 -0.39 -0.34 -0.31 -0.24 -0.11 -0.02 0.03 0.02 -0.35 -0.66 -0.36 -0.30 -0.19 0.10 0.18 0.06
34.町内の他集落との交流・連携に対する町の支援 -0.17 -0.16 -0.11 -0.08 -0.13 -0.10 -0.01 -0.05 -0.08 -0.11 -0.11 -0.15 -0.18 -0.01 0.06 -0.14
35.都市との交流事業に対する町の積極性 -0.27 -0.18 -0.17 -0.12 -0.11 -0.09 0.01 -0.25 -0.21 -0.04 -0.05 -0.14 -0.10 -0.03 0.01 -0.18
i. 買い物
27.日常の買物の営業時間などの便利さ -0.21 -0.15 -0.06 -0.03 0.04 0.17 0.13 0.06 -0.34 -0.13 0.05 -0.06 0.18 0.29 0.28 0.20
28.日常の買物の品揃え -0.32 -0.13 -0.17 -0.17 -0.04 0.14 0.12 0.21 -0.32 0.00 -0.12 -0.16 0.06 0.15 0.31 0.13
j. 娯楽
16.自由に外出できる時間 0.25 -0.16 -0.22 -0.05 0.06 0.28 0.26 0.23 -0.11 0.16 -0.21 -0.21 0.19 0.27 0.23 0.43
30.娯楽施設の存在 -0.50 -0.55 -0.50 -0.53 -0.49 -0.30 -0.18 -0.27 -0.43 -0.56 -0.48 -0.56 -0.52 -0.18 -0.07 -0.16
k. 自然
3.自然環境の豊かさ 0.36 0.34 0.47 0.45 0.47 0.29 0.42 0.33 0.61 0.50 0.62 0.41 0.44 0.45 0.52 0.36






































図 6-8 現状に対する満足度（職業別） 
現状に対する満足度（職業別）























































































































図 6-9 現状に対する満足度（家族形態別） 
現状に対する満足度（家族形態別）
























































































調査の概要を表 6-4 に示す． 
また，参考となる調査結果を図 6-10 に示す． 






表 6-4 コンピュータドック調査の概要 
調査時期 調査対象者 調査方法 有効回答数 
有効回答率 
平成 13 年 11 月 20 歳から 49 歳の 





平成 14 年 11 月 50 歳から 64 歳の 
日南町民 1,206 人 













































図 6-11 ワークショップ開催状況 























































標と中間目標の階層構造を作成した 78), 79), 72)．また，階層構造には位置づけにくい，分野横
断的な内容について，行動目標として別に整理した．以上を含めた日南町ロジックモデル















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 6-14 アウトカム指標のレベルの考え方 
 146






































































































































































































































































X01 課税対象所得 ◎ 2 付 1.農業による所得 満足度が非常に低い 付加価値
X02 農業：作付面積 ◎ 2 付
X03 林業：町内林の利用高（オロチへの材供給） △ 1 動
X04 工業：町内資源の利用率 △ 1 動
X05 商業：町内製品の販売高 △ 1 動
X06 人：労働力率 ◎ 2 人
産業の後継者確保 A01 新規就業者数 △ 1 人
B01 就業率，完全失業率 ◎ 2 人 18.町内における就業機会の多様さ 満足度が非常に低い 動機・意欲
B02 耕地率（耕地面積÷総面積） ◎ 2 付 20.自分に適した就業の場の選択機会 満足度が非常に低い 動機・意欲
B03 製造品出荷額等（従業者数，事業所数，製造品出荷額） ◎ 1 付
C01 新起業，新規取り組み数 △ 1 動 2.農業の生産組織・生産体制・基盤整備 満足度が非常に低い 動機・意欲
C02 勉強会・講座・研修会などの開催数，参加者数 △ 2 動
C03 大学等との共同研究件数 ○ 2 動
D01 日南町産として売出していけるものの数，販売金額 △ 2 付
D02 日南高原米の販売額，リピーター数 △ 3
Y01 （アンケート） △ 2 コ
E01 子育て支援サービスの実施数，満足度 ◎ 3 4. 下水道の整備
E02 女性就業率（子育て世代） ◎ 2 人 5. ゴミ収集の頻度
E03 合計特殊出生率 ◎ 4 25.道路の整備・利用しやすさ
E04 地域生活支援事業受給者数 ○ 4 31.消防の緊急体制
E05 自立支援給付受給者数（介護給付．訓練等給付，自立支援医療，補装具） ○ 4
33.生活面の安全確保の体制（犯罪等に
対して）
E06 犯罪発生件数 ◎ 2 コ 6.医療施設・内容の充実
E07 交通事故発生件数 ◎ 3 17.公共交通など足の確保 満足度が非常に低い 交通
E08 水道下水道整備率 ◎ 3 7.医療施設の身近さ
E09 携帯電話不感地域率（不感地域人口÷総人口） ○ 3 21.小中学校への距離や通学
E10 町民あたりの医師・看護師数，診療科数，病床数，保健師数，休日夜間の診療体制 ◎ 3 23.保育園・幼稚園への距離
E11 町営バス，ＪＲ生山駅利用者数 △ 2 交 26.日常の買物の身近さ
E12 生活施設からの距離・時間距離(食料品買い物，病院，郵便局，金融機関，図書館，学校，役場） △ 1 交 29.役場・銀行・郵便局などの身近さ
27.日常の買物の営業時間などの便利さ
28.日常の買物の品揃え
F01 目標達成度の平均（健康にちなん２１，障害者・障害者福祉計画） △ 3
F02 健康寿命と平均寿命 △ 3
F03 健診受診率，結果 ◎ 1 健
F04 日南病院の診療実績（外来・入院件数，平均入院日数，往診・訪問看護件数） ◎ 4
F05 自殺者数 ◎ 2 健
G01 体験型学習の開催数（自然を活かした学習，本物にふれる学習） △ 2 人 22.小中学校の施設や教育内容
G02 学力 △ 2 人 24.保育園・幼稚園の施設や保育内容
G03 学校が楽しいと思う児童・生徒数，率 △ 2 人
G04 不登校児童・生徒数 ◎ 2 コ
G05 放課後サポート，サマースクール開催数・参加者数 ○ 3
H01 学校，病院，福祉会の給食での地産地消率 △ 2 動
H02 「地元消費」＝中山間の商業モデル（平成17年） △ 2 動
H03 青空市の件数，回数 ○ 2 動
J01 シルバー人材センター登録会員数，活動実績 ◎ 2 動
J02 人生学園参加者数 ◎ 2 動
J03 ｸﾞﾗﾝﾄﾞｺﾞﾙﾌ，ｹﾞｰﾄﾎﾞｰﾙ人口 △ 4
J04 要介護者数・出現率 ◎ 1 健
K01 救急車出動件数 ◎ 4 8.特別養護老人施設の充実
K02 緊急通報から病院へ搬送されるまでの時間(ドクターカーの場合は到着までの時間） ◎ 3 9.介護ヘルパーの数
K03 犯罪被害者数，交通事故件数 ◎ 2 コ 10.グループケア施設の充実
K04 高齢者向け住宅整備数（かすみ荘居住部門，なごみの里） ◎ 3 11.介護施設などの充実
K05 まごころｻｰﾋﾞｽ（見守り）協力員登録者数 ◎ 2 動 32.救急の際の搬送や医療体制
K06 高齢者ひとりあたりの福祉関係有資格者数 ○ 3




住居形態別 △ 2 人
Z01 （アンケート） △ 2 コ 16.自由に外出できる時間
Z02 通勤時間（他市町村への通勤者数） △ 1 人 19.就業先までの距離や通勤時間
M01 町内滞在時間（町外からの来訪者） △ 2 人 12.公民館活動の種類・内容









N01 スポーツ・文化活動の種類と数の変遷 △ 2 動
N02 図書館蔵書，ＤＶＤ・ﾋﾞﾃﾞｵ数 ◎ 3
N03 文化イベント開催数，集客数 △ 2 動
P01 神楽・かしらうち・太鼓・田植え唄など伝統芸能継承者数（日南文化伝承の会，伝承活動参加者数） ○ 2 人
P02 伝統芸能の数 ○ 2 動





Q02 CO2吸収量 △ 3
Q03 自然保護区の数 △ 3
R01 総人口 ◎ 4
R02 高齢化：65歳以上人口、高齢化率 ◎ 4
R03 高齢化：75歳以上人口、75歳以上人口比率 ◎ 4
R04 生産年齢の減少：15-64歳人口 ◎ 2 人
R05 若年者の社会移出：18-24歳人口、15-24歳人口転出 △ 2 人
R06 少子化：合計特殊出生率 ◎ 4
S01 製造業、建設業：製造品出荷額等 △ 1 付
S02 商業：年間商品販売額 ◎ 2 付
S03 農業：後継者数（従事者年齢） ◎ 1 人
S04 林業：後継者数（従事者年齢） ◎ 1 人
S05 新規就業者の町外移出：15-24歳人口 △ 2 人
S06 産業連関表 △ 4
T01 家計総所得 ◎ 2 付
T02 財・サービス消費量 △ 4
T03 物価 △ 4
T04 賃金率（域内外の比較） △ 1 付
T05 失業率 ◎ 1 人
U01 地方交付税 ◎ 4































いまからやれる取り組み（行動目標）レベル１ レベル２ レベル３ レベル４







































対 1 で相関係数を算出し，何らかの傾向がみられるかどうかを分析した． 
相関の高い指標の組み合わせを図 6-15 に示す．この結果，相関の高い指標がいくつかの
まとまりに分類できることがわかった．このまとまりごとに実データ（2000 年を 1 とした



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































本論文は，7 つの章により構成されているが，これらの章は，ロジックモデルが持つ 2 つ
の役割に対応して，大きく 2 つの部分により構成されている．第 2 章，第 3 章，第 4 章は
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